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ま  え  が  き  

 

近 年 、敵 対 的 企 業 買 収 の 顕 在 化 と と も に 、企 業 不 祥 事 の 防 止 な ど を 目

的 と し て 、 C S R（ 企 業 の 社 会 的 責 任 ）、 コ ン プ ラ イ ア ン ス （ 法 令 等 遵 守 ）

経 営 へ の 取 り 組 み が 進 展 を み せ て い る 。こ の よ う な 中 で 、企 業 の 利 害 関

係 者 に 対 す る 重 視 傾 向 の 変 化 や C S R の 導 入 動 機 ・ 進 展 状 況 を 明 ら か に

す る と と も に 、 日 本 企 業 の 雇 用 シ ス テ ム の 変 化 に つ い て 把 握 す る た め 、

当 機 構 で は 、「 雇 用 シ ス テ ム と 人 事 戦 略 に 関 す る 調 査 」（「 2 0 0 7 年 調 査 」）

を 実 施 し た 。  

本 調 査 は 、「 企 業 の コ ー ポ レ ー ト ガ バ ナ ン ス ・ C S R と 人 事 戦 略 に 関 す

る 調 査 」（「 2 0 0 5 年 調 査 」）を ベ ー ス と し て 設 問 設 計 を し た も の で あ る（ 調

査 結 果 に つ い て は 、労 働 政 策 研 究 報 告 書（ N o . 7 4）「 企 業 の コ ー ポ レ ー ト

ガ バ ナ ン ス ・ C S R と 人 事 戦 略 に 関 す る 調 査 研 究 報 告 書 」 h t t p : / / w w w. j i l .

g o . j p / i n s t i t u t e / r e p o r t s / 2 0 0 7 / 0 7 4 . h t m 参 照 ）  

本 調 査 の 設 計 ・ 分 析 に あ た っ て 、 獨 協 大 学 教 授 ・ 阿 部 正 浩 氏 、 同 志

社 大 学 教 授 ・ 川 口 章 氏 、 千 葉 大 学 講 師 ・ 熊 迫 真 一 氏 、 大 阪 府 立 大 学 教

授 ・ 野 田 知 彦 氏 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 教 授 ・ 星 岳 雄 氏 、 カ リ フ ォ ル ニ

ア 大 学 大 学 院 博 士 課 程 ・ J e s s  D i a m o n d 氏 に ご 協 力 い た だ い た 。 こ こ

に 心 よ り 感 謝 を 申 し 上 げ る 。  
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